
育英大学及び育英短期大学における家計急変した学生の授業料減免要項

（令和２年５月２６日 理事長裁定）

（目 的）

第１ 新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、家計が急変した世帯の学生に対して、

経済的理由により修学を断念することがないよう支援することを目的とする。

（対 象）

第２ 対象となる学生は、国の行う高等教育の修学支援制度の区分Ⅰ及びⅡに該当しない正

課の学生（留学生を含み、休学生を除く。）で、次の第１号及び第３号又は第２号及び第

３号に該当する者

（１）国や地方公共団体が、新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、収入が減少した

者を支援対象として実施する公的支援を受けている場合

（２）事由発生後の所得が前年の所得と比較して２分の１以下となっている場合

（３）今年の所得見込みが、給与所得者の場合は８４１万円以下、給与所得者以外の場合は

３５５万円以下である場合

（授業料の減免額）

第３ 減免額は、各学期授業料の２分の１の額とする。ただし、高等教育の修学支援制度や

学内の奨学金制度により授業料の減免を受けている場合は、減免額からその額を除いた額

とする。

（申請手続）

第４ 授業料の減免を希望する学生は、所定の申請書に次の書類を添えて各学期における申

請期間内に学生支援課に提出しなければならない。

（１）第２の第１号に該当する場合は、公的支援の受給証明書のコピー及び直近の課税証明

書

（２）第２の第２号に該当する場合で給与所得者の場合は、減収後１か月分の給与明細書及

び減収前１か月分の給与明細書のコピー並びに直近の課税証明書

（３）第２の第２号に該当する場合で給与所得者以外の場合は、減収後２か月分の仕訳帳等

で収支が分かる書類及び前年度の確定申告書のコピー並びに直近の課税証明書

（４）第２号及び第３号の証明書類がない場合は、所得が２分の１以下となったことが確認

できる書類のコピー並びに直近の課税証明書

（授業料減免の選考）

第５ 授業料の減免を受ける学生の選考は、大学と短大合同の運営委員会で行う。

（授業料減免の決定）

第６ 学長は、大学と短大合同の運営委員会の選考結果を理事長に内申し、理事長が授業料

の減免を受ける学生を決定する。
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（授業料減免額の停止）

第13条 学長は、授業料等減免対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、その認定

を停止する。

（１）休学するとき。

（２）停学（３か月未満のものに限る。）又は訓告の処分を受けたとき。

（３）学生及び生計維持者の経済状況により支援区分に該当しなくなったとき。

（４）減免継続願が所定の期日までに提出されなかったとき。

２ 前項の規定により停止された者の当該事由がなくなったときは、停止を解除する。

（１）前項第１号の者が復学したとき。

（２）前項第２号の停学の処分を受けた者が、停学期間（１か月未満のときは１か月）を

経過したとき。

（３）前項第２号の訓告の処分を受けた者が、訓告の処分を受けた日から１か月を経過し

たとき。

（４）前項第３号の者が支援区分に該当したとき。

（５）前項第４号の者が減免継続願を提出したとき。

（授業料等減免の認定の取消し）

第14条 学長は、授業料等減免対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、その認定

を取り消す。

（１）学業成績が法令に定める廃止の区分に該当したとき。

（２）退学、停学（３か月以上のものに限る。）又は除籍の処分を受けたとき。

（３）申請書及び提出書類に虚偽の記載があったとき。

（事 務）

第15条 この規則に関する事務は、事務局学生支援課及び管理課において処理する。

（雑 則）

第16条 この規則及び法令に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

（規則の改廃）

第17条 この規則の改廃は、学長の申し出により理事長が行う。

附 則

１ この規則は、令和元年11月１日に制定し、令和２年４月１日から施行する。

２ 育英大学及び育英短期大学の経済的理由に基づく授業料等減免規則（平成27年４月１

日制定）は、廃止する。
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附 則

この要項は、令和２年５月26日から施行する。

附 則

この要項は、令和２年９月25日に改正し、同日より施行する。
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